
公的研究費の適正な管理・監査の徹底について
「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施基準)」

（平成19年2月） （文部科学大臣決定）

・全研究機関（約2,000機関）に対し、毎年度、「体制整
備等自己評価チェックリスト」等により、国が改正ガイ
ドラインへの対応状況を確認
・対応が不十分な研究機関には、間接経費を段階的に
削減し、最終的には研究費の配分を停止 等

・コンプライアンス教育の受講や誓約書の提出の義務化
・不正に対する懲戒を機関内規程で明確化
（私的流用の場合は刑事告訴があり得ることなども明示）
・業者からの誓約書提出の義務化
・発注した研究者と独立した検収体制の構築 等

研究機関としての取組 国としての取組

○文部科学省及び所管独法から配分される公募型研究資金について、更なる適正な管理がなされるよう、全ての
配分先機関に要請する事項等を示したもの。平成26年２月、実効性ある取組が一層推進されるよう、従前のガイド
ラインの具体化・明確化を含めた改正を行った。

研究機関のガイドラインに基づく体制整備状況のモニタリング等の実施

○不正防止に向けたPDCAサイクルの確立・徹底（毎年度実施）

Action

Plan

Do
k

全ての研究機関において万全の不正防止体制構築へ

研究機関向けコンテンツ

※履行状況調査結果は文部科学省ホームページに掲載

関係規程・体制等の
整備

不正防止計画の策定

関係規程等体制の運用実態・
効果の点検

モニタリング等から顕在化した
リスク・課題の把握・評価

Action

Plan

Do
Check

Plan（計画）

Check（点検・評価）

関係規程・体制等
の運用

不正防止計画の実施

Do（実施・実行）

関係規程・体制等の改善

不正防止計画の見直し

Action（改善）
<機関によるPDCA><文科省が毎年度行う調査・是正

指導>
・全研究機関(約2,000機関)の対応
状況の確認・分析

・当該分析結果を踏まえて選定した
機関に対し、履行状況調査※の実施
・フォローアップ

対応が不十分な機関に対しては、
段階的に間接経費の削減等の措置

※文部科学省HP右上の検索欄にて
【 】内のタイトルを入力・検索すると
簡単にアクセス可能です。

公的研究費の不正使用の防止に向けた研究機関の取組を一層進める観点から、「公的研究費の管理・監査体制の再点
検」、「コンプライアンス教育」、「不正使用が発覚した場合の対応」などに資するよう、以下のコンテンツを文部科学省ホーム
ページに掲載しております。各機関におかれては、これらのコンテンツも活用しながら、機関の性格や規模、コストやリソー
ス等を考慮して、実効性のある取組を実施されることを期待します。

・【研究機関における不正使用事案について】※
http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364866.htm

・【公的研究費に係る不正事例】※ （研究機関におけるコンプライアンス教育用）
http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1368865.htm

・【「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に係るコンプライアンス教育用コンテンツ】※
http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1350200.htm

・【文部科学省に対する不正使用事案に係る指摘事項について】※ （国会や会計検査院等からの指摘事項）
http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364875.htm



１） 挑戦的な研究の強化・充実

学術に変革をもたらす大胆な挑戦を促すため、「挑戦的研究」により
いっそう長期かつ大規模な支援を実施。

２） 若手研究者の独立支援の試行

「若手研究（Ｂ）」の新規採択者のうち、研究室を主宰して研究活動を
開始する者に対し、所属研究機関との連携により、科研費による重点配
分を行う枠組みを試行。

【平成２９年度事業の概要】

平成２９年度予算案 ：228,350百万円
（平成２８年度予算額 ：227,290百万円）

我が国の研究力強化に向け、多様で独創的な学術研究を振興し、質と量の両面から科研費改革を断行。
第５期科学技術基本計画を踏まえ、助成水準を確保しつつ、学術の体系の変革を志向した挑戦的な研
究や若手研究者の独立に係る支援を強化。

○国際的な研究力競争の激化、科研費をはじめとする研究資金需要の増大
○研究環境の劣化（基盤研究費の縮減、研究者の独立基盤の脆弱化）
○研究者の研究テーマの短期志向、リスク回避傾向

課題・背景

【「挑戦的研究」の基本的な枠組み】

○大括りした審査区分の下、より多角的な合議を重視した「総合審査」
を全分野展開し、真に挑戦的な研究課題を厳選

○論文等の実績よりも発想の斬新性等を重視

◆上記の取組を着手点として、審査システム改革（平成30年度助成から新システムへ移行）と連動した種目体系の見直しを推進。

「若手研究」種目群

「学術変革研究」種目群「学術変革研究」種目群

「新学術領域研究」
３億円程度（年間）

「挑戦的研究]
（開拓）３～６年 500～2,000万円
（萌芽）２～３年 ～500万円

「特別推進研究」
上限なし

「研究活動スタート支援」
150万円（年間）

「基盤研究（Ｓ・A・B・C）」
500万～２億円程度

学術の変革への挑戦を促す科研費改革
－新たな種目体系のイメージ－

「基盤研究」種目群「基盤研究」種目群

「若手研究」

500万円

斬新な発想に基づく研究を支援し、
学術の体系や方向性の変革・転換、
新領域の開拓を先導する潜在性を
有する種目群

これまでの蓄積に基づいた学問
分野の深化・発展を目指す研究
を支援し、学術研究の足場を固
めていく種目群

若手研究者に独立して研究する機会を与え、研究者としての成長を支援し、
「基盤研究」種目群等へ円滑にステップアップするための種目群

1



「科研費審査システム改革２０１８」の概要

「総合審査」方式－より多角的に－

個別の小区分にとらわれることなく審査委
員全員が書面審査を行ったうえで、同一の審
査委員が幅広い視点から合議により審査。

※基盤研究（Ｓ）については、「審査意見書」を活用。

・特定の分野だけでなく関連する分野からみ
て、その提案内容を多角的に見極めること
により、優れた応募研究課題を見出すこと
ができる。

・改善点（審査コメント）をフィードバック
し、研究 計画の見直しをサポート。

最大４００余の細目等で
公募・審査

中区分（６５）で公募
小区分を複数集めた審査区分

小区分（３０6）で公募
これまで醸成されてきた多様な

学術に対応する審査区分

大区分（１１）で公募
中区分を複数集めた審査区分

科研費の公募・審査の在り方を抜本的に見直し、
多様かつ独創的な学術研究を振興する

細目数は３２１、応募件数が最多の
「基盤研究（Ｃ）」はキーワードにより
さらに細分化した４３２の審査区分で審査。

若手研究（Ａ)            
（Ｂ）

基盤研究（Ｓ）

基盤研究（Ａ）
（Ｂ）
（Ｃ）

若手研究

基盤研究（Ｂ）
（Ｃ）

基盤研究（Ｓ）

・ほとんどの研究種目で、細目ごとに同
様の審査を実施。

・書面審査と合議審査を異なる審査委員
が実施する２段審査方式。

※「挑戦的萌芽研究」を発展・見直し、平成２９年度公募か
ら新設した「挑戦的研究」では、「中区分」を使用すると
ともに「総合審査」を先行実施。

「２段階書面審査」方式－より効率的に－

同一の審査委員が電子システム上で２段階
にわたり書面審査を実施し、採否を決定。

・他の審査委員の評価を踏まえ、自身の評
価結果の再検討。

・会議体としての合議審査を実施しないため
審査の効率化。

現行の審査システム（平成29年度助成）

新
た
な
審
査
シ
ス
テ
ム
へ
移
行

「分科細目表」
を廃止

新たな審査区分と審査方式 平成３０年度助成（平成29年9月公募予定）～

基盤研究（Ａ）

挑戦的研究

注）人文社会・理工・生物等の「系」単位で審査を行っている大規模研究種目（「特別推進研究」、「新学術領域研究」）の審査区分は基本的に現行
どおり実施する。審査方式については、当該種目の見直しの進捗を踏まえて逐次改善する予定。 2



（１）「挑戦的萌芽研究」の見直し （２）「若手研究」の見直し等

１．日本の研究をめぐる危機

２．研究種目の見直し

科研費による挑戦的な研究に対する支援強化について
（平成28年12月20日科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会）

３．今後の検討課題

○ 我が国の学術研究にとって、新たな知の開拓に挑む「挑戦性」の追求が最重要課題。

○ しかし、近年、以下のような問題が顕在化。
・研究者の自由なボトムアップ研究をめぐる環境が劣化（基盤的経費の縮減、研究時間の減少など）。
・短期的な成果を目指した研究が増加する一方、長期的視点に立った挑戦的な研究が減退。
・軌を一にして、日本の論文生産の順位などにおける存在感の低下（過去10年でTop10％論文数 4位→10位）。

⇒ 学術研究を支える唯一の競争的資金である科研費により、学術の枠組みの変革・転換を志向する挑戦的な研究を積
極的に支援。学問の「たこつぼ化」を是正する審査システム改革との一体的な見直しを推進。

○ 「基盤研究」種目群を基幹
としつつ、相補的な「学術変
革研究」種目群等を再編・強
化し、新たな体系へ。

○ 各種目の性格に応じた採択
率・充足率のバランスを確保。

○ 学術に変革をもたらす大胆な挑戦を
促すため、現行の「挑戦的萌芽研究」
（～500万円）を発展させ、より長期
的かつ大規模な支援を可能化。

⇒ 新種目「挑戦的研究」（～2000万
円）を創設。【平成29年度助成から】

…論文等の実績よりもアイディアの斬
新性等を重視。

…大括り化した審査区分の下、合議を
重視した「総合審査」を先行実施。

…真に挑戦的な研究課題を厳選、その
実行を担保する十分な資金を配分。

…計画の柔軟な変更を可能とするため、
基金制度を適用。

○ オープンな場での切磋琢磨を促すた
め、大型の「若手研究（A）」を「基
盤研究」に統合。【平成30年度助成から】

○ 若手の基盤形成を幅広く支援するた
め、小型の「若手研究（B）」を充実。

○ 研究者としての独立に必要な研究基
盤整備のため、所属機関と連携した重
点支援の仕組みを新設。

○ 「若手研究」の応募要件を博士号取
得後８年未満の者に変更。

○ 上記の取組を中心に「若手支援プラ
ン」を策定。

○ 分野間の資源配分や審査負担の在り方について検討。

○ 「新学術領域研究」の見直しについて平成32年度助成を目標に検討。

（３）「特別推進研究」の見直し

○ 「挑戦性」を一層重視し、助成対象
の新陳代謝を促進（同一研究者の複数
回受給を不可に）｡【平成30年度助成から】

「学術変革研究」
種目群

特別推進研究

「若手研究」種目群

「基盤研究」
種目群

3
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研究費の機能的運用について

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）

ｖｏｌ．１，２，３統合版
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はじめに

日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）は、医療分野の研究開発における基礎から実用化ま

での一貫した研究開発の推進、成果の円滑な実用化及び医療分野の研究開発のための環境

の整備を総合的かつ効果的に行うため、医療分野の研究開発及びその環境の整備の実施や

助成等を行うことを目的としています。

医療分野の研究開発及びその環境整備の中核的な役割を担う機関として、これまで文部

科学省、厚生労働省、経済産業省に計上されてきた医療分野の研究開発に関する予算を集

約し、ＰＤ、ＰＳ、ＰＯを活用した基礎段階から実用化まで一貫した研究のマネジメント

を実施するとともに、知的財産に関する専門家、臨床研究や治験をサポートする専門ス

タッフなどの専門人材による研究の支援、研究費申請の窓口や手続きの一本化によるワン

ストップサービス化などを実施しています。

こうした支援等による医療分野の研究開発を実施する環境の醸成を図り、生命を延ばす

とともに生活や人生の質の向上をも含めた成果をいち早く人々に届けられる研究開発を実

現し、「３つのＬＩＦＥ」－生命・生活・人生－の具現化を目指す研究開発を支援するこ

とにより、医薬品や医療機器、医療技術など研究の成果をいち早く患者のみなさんに届け

る速度の最速化を目指します。
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１．研究費の機動的運用
① 研究費の増額（ｖｏｌ．１）

ＡＭＥＤの研究費では、実施中の研究の加速や医療分野の研究開発の推進に寄与するな

どと認められる場合には、研究費を増額したり、公募時に採択課題数を増やしたり、新た

な公募をすることとしています。

１．研究の加速やより高度・広範な成果が得られるなどを見込める場合

研究計画の前倒しや研究内容の拡充などに伴う研究費の増額をすることが可能です。

２．医療分野研究開発推進計画等における取組の一層の推進を図れるなどを見込める場合

公募時おける優れた課題を採択するための採択課題数の増加や新たな研究課題の募集

をします。

※これらの実施に当たっては、『科学技術イノベーション創造推進費』の一部を活用した

『医療分野の研究開発関連の調整費』を用いて実施することとしています。

1
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②研究費の合算使用※大学や公的研究機関等（ｖｏｌ．１）

１．機器の合算購入

ＡＭＥＤの研究費では、一定の要件を満たしていることを事前に確認を受けることに

より、研究に用いる機器を他の研究費との合算により購入することが可能です。

（ⅰ）ＡＭＥＤの研究費との合算に支障のない資金との合算であること。

（ⅱ）合理的に説明し得る負担割合に基づき購入費用を区分できること。

（ⅲ）同一機関に所属する研究者に配分された資金の合算であり、研究者が所属機関の変

更（異動）を行う場合でも、当該委託研究の推進に支障の生じないこと。

事例１) ＡＭＥＤの委託研究の２事業を合算して、大型研究機器を購入する場合。

事例２） ＡＭＥＤの委託研究と他機関の委託研究を合算して、共通利用可能な分析機器を購入する場合。

２．旅費等の合算使用

ＡＭＥＤの研究費では、研究の実施に必要な旅費や消耗品について他の研究費との合

算により支払いや購入することが可能です。

事例１）ＡＭＥＤの研究と他の研究の用務を合わせて出張を行う場合で、それぞれに経費を適切に区分できる場合

事例２）消耗品を購入する場合で、ＡＭＥＤの研究と他の研究との間で使用区分を明確にした上で、その区分に応じ

て経費を合算し、一括して消耗品を購入する場合

2

１－②
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③費目大括り化、流用制限の緩和（ｖｏｌ．１）

１．費目大括り化、流用制限の緩和

ＡＭＥＤの研究費では、経費の費目を４つに大括り化するとともに、これらの間の流

用について承認を要さない範囲を直接経費総額の５０％以下（この額が５００万円未満

の場合は５００万円）に制限を緩和しています。

また、承認を要するものであっても、合理的に審査等を実施し、迅速な手続きを実施

します。

3

１－③
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④執行状況に応じた予算配分（ｖｏｌ．２）

ＡＭＥＤでは、研究費の機動的運用として『医療分野の研究開発関連の調整費』を用い

た研究費の増額など、研究成果の最大化に寄与することとしていますが、更なる研究費の

機動的運用として、予算の範囲内で、研究の進捗状況に応じた研究計画の最適化を図る観

点から、ＡＭＥＤの課題管理において必要と認められる場合には、研究費の増額又は減額

をし、より一層の研究成果の最大化に寄与することとしています。

１．短期的な加速が見込めるもの

一定の期間での研究計画の前倒しに伴う研究費の増額

２．比較的小規模な範囲での内容充実や他の側面での付加価値などが見込めるもの

より充実した成果の導出や医療分野における他の領域等に応用が可能となった

研究等への研究の増額

３．その他、研究の進捗や経費の執行など状況に応じた研究費の増額や減額をするもの

１．２．の他、研究計画を最適化することに伴う当該年度の研究費の増額や減額

4

１－④
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＜参考＞調整費による研究費の機動的運用のイメージ

当 年 度 翌年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

研 究 開 発 の 実 施

5

調 整 費 （ 年 ２ 回 配 分 ）

当 初 予 算

＜医療分野の研究開発関連の調整費に関する配分方針＞（平成２６年６月 健康・医療戦略推進本部決定）抜粋

① 現場の状況・ニーズに対応した予算配分（理事長裁量型経費）
（ア）日本医療研究開発機構の理事長がＰＤ等の意見を勘案して、年度の途中で研究開発が加速する等の理由により、追加的に研

究開発費を配分することが研究開発の前倒しや研究開発内容の充実等に効果的と判断した事業について配分。
（イ）理事長がＰＤ等の意見を勘案して、健康・医療戦略等の取組を一層推進する観点から、特に優れた課題の採択数の増加や新

たな研究課題の公募等が望ましいと判断した事業及び新たな事業について配分。
② 推進本部による機動的な予算配分（トップダウン型経費）
（ア）ある領域において画期的な成果が発見された等により、当該領域へ研究開発費を充当することが医療分野の研究開発の促進

に大きな効果が見込まれる場合に配分。
（イ）感染症の流行等の突発事由により、可及的速やかに研究開発に着手する必要が生じた場合に配分

調整費による前倒し、
変更等を翌年度予算
に反映
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■ 配分方針（健康・医療戦略推進本部決定）

（１） ： ①前倒し：研究開発の前倒し、②充実：研究開発内容の充実等

（２） ： ①新規事業の開始、②事業内新規研究課題の開始等

●「加速」の例

【① ：新たな医薬品開発スケジュールの前倒し】

★ 治験（第Ⅰ相）の期間を半年程度短縮して、全体の行程を前倒し

X X＋１ X＋２ X＋３ X＋４

【① ：新たに推進が必要なC研究事業の開始】

★新規事業であるC研究事業を年度途中から開始

● X＋１年度予算措置を
待つ必要なく事業を開
始

●「新規」の例

新規事業の開始

C研究事業（X年度途中より開始）

【② ：B病の研究基盤の構築を拡充】

★対象施設を増やし、B病の研究基盤を拡充

多施設におけるデータ抽出・実態把握

● 研究成果をよ
り充実させるた
め、対象施設
数を増加

・B病の実態把握・治療有効性の比較等の
研究を容易に可能にする基盤を整備

拡充

（５施設→３５施設）

【② ：既存事業の中で新しい課題を開始】

★既存事業であるD研究事業において、

D研究事業
合計10課題を採択

● X年度採択時に、
応募があった優
秀な課題を予定
より多く採択

新規ﾃｰﾏの開始

年度

X X＋１ X＋２ X＋３ X＋４年度

調整費

調整費

X X＋１ X＋２ X＋３ X＋４年度

X X＋１ X＋２ X＋３ X＋４年度

C研究事業（X＋１年度に開始予定）

調整費

研究課題E（X＋１年度に開始予定）

研究課題E（X年度途中より開始）

調整費

B病の実態把握について５施設でのデータ収集

※いずれも上段は当初計画、下段は調整費投入後の計画を図示した。

治験（第Ⅱ相）A薬の開発 治験（第Ⅰ相）

治験（第Ⅱ相）A薬の開発 治験（第Ⅰ相）

● X＋１年度予算
措置を待つ必要
なく新たなテーマ
の研究を開始

調整費

D研究事業
合計10＋１課題を採択 課題数増

前倒し

調 整 費 の 配 分 方 針 イ メ ー ジ

6
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＜参考＞当初予算による研究費の機動的運用イメージ

当 年 度 翌年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

研 究 開 発 の 実 施

7

Ｎｅｗ＜ｖｏｌ．２＞
前年度の研究の進捗や執行状況を
踏まえた予算配分

Ｎｅｗ＜ｖｏｌ．２＞
当年度の研究の進捗や執行状況を踏まえた予算
再配分
・前倒し／充実等の増額
・執行できない研究費の減額

当 初 予 算

当初予算による前倒し・充実等



Copyright 2015 Japan Agency for Medical Research and Development. All Rights Reserved.

8

＜参考＞執行状況に応じた予算配分の資金移動フロー

Ｘ年度 Ｘ＋１年度 Ｘ＋２年度

課 題 Ａ
＜前倒し、充実等の例＞

計 画：
１５００

配分後：
１６００

課 題 Ｂ
＜計画変更、未執行の例＞

計 画：
１５００

配分後：
１４００

計 画 ： １ ０ ０ ０
配 分 後 ： １ ０ ０ ０

計 画 ： １ ０ ０ ０
配 分 後 ： １ ０ ０ ０

計 画 ： １ ０ ０ ０
配 分 後 ： １ ０ ０ ０

契約時計画：
５００

「執行状況に応じた予算配分」とは、研究成果の最大化を図るため、各年度において、同事業内の各課題における研究費の増
／減要因の発生を踏まえ、ＡＭＥＤの課題管理において必要と認められる場合には、予算の範囲内で増／減額の措置を講じる
ものです。
なお、上記の課題間の充当に相関関係はありません。

契約時計画：
５００

計画変更：△１００

加速：＋１００

充

当

契約時計画：
５００

契約時計画：
５００

契約時計画：
５００

計画変更：＋１００

未執行：△１００

充実等：＋１００

加速：△１００

契約時計画：
５００

充

当

充

当
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⑤年度を跨ぐ物品調達・役務提供に係る契約（ｖｏｌ．３）

ＡＭＥＤの研究費では、研究機関とＡＭＥＤの間の委託研究開発契約が年度毎（単年度契約）
となることから、

• 契約から納品及び検収までが年度を跨ぐ研究機器の購入
• 契約から完了及び検収までが年度を跨ぐ試験・分析の実施

などの実施が困難となっていました。

この従前の取扱いを見直し、

①研究機関等と業者等の間で、

②研究開発の準備のため、前年度に契約したものでも、

③役務・物品等の提供が当年度になされた結果、当年度の研究に利用し、当年度に支出が

発生するものについては、

④当年度の予算及び委託研究開発契約に盛り込んでいる範囲で、当年度のＡＭＥＤからの

交付の対象とする

ことを可能としました。

なお、研究開発計画上、調達した研究機器や試験・分析の仕様や内容が適切であるなど、

その必要性をＡＭＥＤが認める場合に限られます。

※ＡＭＥＤから交付を受ける補助事業については対象外です。

9

１－⑤
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当年度の研究開発の準備のために、前年度に契約した場合の取扱い

Ｘ年度 Ｘ＋１年度

全体の研究開発計画

契約①

（年度内に
納品・検収）

契約 納品
・検収

契約
（A+1年度の
研究の準備
のため）

単年度の
委託研究開発契約

支払

契約②

（年度を跨ぎ
納品・検収）

採択

◆ ◆

国

ＡＭＥＤ

研究機関等

業者等

補助金 補助金

◆ ◆

契約 納品
・検収

支払

納品
・検収

支払

委託費 委託費単年度の
委託研究開発契約

単年度の
委託研究開発契約

委託研究開発契約について、従前の取扱いを見直し（「委託研究開発契約事務処理説明書」の修正等）、

①研究機関等と業者等の間で、

②研究開発の準備のため、前年度に契約したものでも、

③役務・物品等の提供が当年度になされた結果、当年度の研究に利用し、当年度に支出が発生

するものについては、

④当年度の予算及び委託研究開発契約に盛り込んでいる範囲で、当年度のＡＭＥＤからの交付の

対象とする。

10

X+2年度
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【見直し前】年度を跨ぐ物品調達・役務提供に係る契約
（研究開発期間が三年の場合）

区分
Ｘ年度
（開始）

Ｘ＋１年度
Ｘ＋２年度
（最終）

Ａ Ｍ Ｅ Ｄ
と

研究機関等
との

契 約 関 係

研究機関等
と

業 者 等
との

契約関係等

研究開発期間

委託期間 委託期間 委託期間

研究機関等契約

実施

納品
検収

支払

業者等

年度を跨ぐ
契約は不可

11
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【見直し後】年度を跨ぐ物品調達・役務提供に係る契約
（研究開発期間が三年の場合）

区分
Ｘ年度
（開始）

Ｘ＋１年度
Ｘ＋２年度
（最終）

Ａ Ｍ Ｅ Ｄ
と

研究機関等
との

契 約 関 係

研究機関等
と

業 者 等
との

契約関係等

研究開発期間

委託期間 委託期間 委託期間

研究機関等契約

実施

納品
検収

支払

業者等

年度を跨ぐ
契約も可能

契約 支払

納品
検収

実施

12
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【年度を跨ぐ物品調達・役務提供に係る契約の具体例】

＜年度跨ぎの契約として認められるもの＞

契約から納品及び検収までが、研究開発期間（委託研究
開発を行う通算期間）内において翌年度に跨ぐ研究機器
の購入など物品の調達

（例：国際入札による購入品、受注生産品、海外からの輸入品等）

契約から完了及び検収までが、研究開発期間内において
翌年度に跨ぐ試験・分析の実施など役務の提供

（例：原薬等の長期保存試験、毒性試験）

13



Copyright 2015 Japan Agency for Medical Research and Development. All Rights Reserved.

【年度を跨ぐ物品調達・役務提供に係る契約の具体例】

＜年度跨ぎとして認められないもの＞

契約から納品・検収及び支払いまでが三ヶ年度以上とな
るもの。

契約、納品及び検収が前年度に完了し、支払いだけが
年度を跨いだもの。

事業の研究開発期間における初年度において、その契約
締結以前に年度を跨ぐ契約を締結したもの。

事業の研究開発期間における最終年度において、
その翌年度に跨ぐ契約を締結したもの。

上記の他、研究開発計画上、調達した研究機器や試験・分析の仕様や内
容が不適切であるなど、その必要性をＡＭＥＤから認められないものは対
象外となります。

14
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２．研究事務の効率的実施
①採択決定と契約締結等の予定日の明示（ｖｏｌ．３）

ＡＭＥＤでは、公募の際、採択決定の予定日、契約締結や交付
決定（以下「契約締結等）の予定日を明示することとします。

これは、

• 提案時に研究開始時期を見据えた最適な研究計画を立てて
頂けること。

• 採択決定後、契約締結等までの間で、予め可能な準備を実
施して頂き、契約締結後、速やかに研究を開始頂けること。

などを考慮したものです。

この予定日に契約を締結等するためには、研究開発計画
（研究開発費や研究開発体制を含む。）の作成や調整について、
研究機関等のみなさんの御尽力を頂くことが必要となります。

ＡＭＥＤにおいても、評価委員との調整などを速やかに実施し、
早期の契約締結等に努めていきます。

15

２－①
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②研究開始までの事前の準備（ｖｏｌ．３）

16

ＡＭＥＤの研究費では、採択決定後や二年度目以降の契約締結
等までの間において、一定の準備を実施して頂くことが可能です。

採択決定後や二年度目以降の契約締結等までの間に、事前の
準備を実施して頂くことにより、契約締結等の後、速やかに研究
を開始して頂けます。

これにより、ひいては研究開発実施期間の十分な確保に繋がる
ものと考えています。

２－②
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標準的な公募から研究開始までのスケジュール（初年度）

公

募

開

始

提

案

締

切

り

書

類

選

考

面

接

選

考

採

択

決

定

研

究

開

始

契

約

締

結

等

２ヶ月程度 １ヶ月程度 １ヶ月程度 １ヶ月程度 １ ヶ 月 程 度

17

上記は、標準的なモデルを記載しており、特殊性を有する事業や年度当初から開始する事
業で早期に公募するものなど、流れや期間が公募毎に異なる場合があります。

事前準備期間

約1.5ヶ月から短縮
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研究開始までの事前準備の具体例（初年度）

18

＜事前の準備として実施することが可能なもの＞

物品調達、役務、外注、運搬、工事等に関するもの

仕様や図面や指示書の作成、見積りの徴取、調達手続き（契約締結
（口頭を含む。）など約することを除く。）

人員の雇用に関するもの

面接、雇用に向けた手続（雇用契約締結を含む。）

＜事前の準備としては認められず経費が充当されないもの＞

物品調達、役務、外注、運搬、工事等に関するもの

契約締結（口頭を含む。）など約すること、納品及び検収、支払い

人員の雇用に関するもの

委託契約締結前の業務実施に伴う給与

出張に関するもの

旅行の依頼・命令、旅行の開始・完了、旅費の支払い
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研究開始までの事前準備の具体例（二年度目以降）

19

＜事前の準備として実施することが可能なもの＞

物品調達、役務、外注、運搬、工事等に関するもの

仕様や図面や指示書の作成、見積りの徴取、調達手続き（契約締結

（口頭を含む。）など約することを含む（委託研究開発契約に限る。））。

人員の雇用に関するもの

面接、雇用に向けた手続（雇用契約締結を含む。）

出張に関するもの

旅行の依頼・命令

＜事前の準備としては認められず経費が充当されないもの＞

物品調達、役務、外注、運搬、工事等に関するもの

納品及び検収、支払い

出張に関するもの

旅行の完了、旅費の支払い
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３．研究機器の合理的運用（ｖｏｌ．１）

１．研究費（委託）において取得した研究機器

ＡＭＥＤの研究費（委託）により購入する研究機器は、大学や公的研究機関等（以下

「機関」）の場合、原則、所有権の移転は不要としています。

これにより、ＡＭＥＤの研究に支障を及ぼさない範囲において、機関の物品管理規定

に従って機関の判断で他の研究に使用することが可能です。

２．研究費（補助）において取得した研究機器

ＡＭＥＤの研究費（補助）により購入する研究機器の所有権は、大学や公的研究機関

など（以下「機関」）に帰属します。

従前は、『業務時間外の時間帯や休日』に限り他の研究での使用が可能でしたが、Ａ

ＭＥＤの研究においては、ＡＭＥＤの研究に支障を及ぼさない範囲において、ＡＭＥＤ

の補助先での他の研究での使用については使用実績の報告を、ＡＭＥＤの補助先から他

の機関への貸付けは管理協定等を締結の上で使用実績の報告をすることにより、機関の

判断で他の研究に使用することが可能です。

20
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４．研究費の機能的運用（まとめ）

【研究費の機動的運用】

研究費の増額や採択課題数の増、研究開発課題の新設を機動的に行うことにより、研
究の機動性を確保し、研究の加速や内容を充実する環境を整備

経費の柔軟使用を可能とすることにより、最適な研究開発計画による研究の実施を可
能とするとともに、研究費の管理業務を低減化し、研究に注力する環境を整備

年度を跨ぐ契約を可能とすることにより、最適な研究開発計画の立案を可能とし、よ
り適切に研究を実施する環境を整備

【研究事務の効率的実施】

契約締結等の予定日の明示、採択決定から契約締結までの期間短縮、事前準備の具体
例の明確化により、最適な研究開発計画の立案や事前の準備を可能とし、研究開発期
間を実質的に確保する環境を整備

【研究機器の合理的運用】

購入した研究機器を目的の研究と他の研究での使用を可能とすることにより、研究
機器の購入・使用の合理性・効率性を確保し、研究内容を充実する環境を整備

研究費の機能的運用を可能とすることにより、研究成果
の最大化に寄与

21
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項 目 ＡＭＥＤ事務処理説明書等
機能的運用

へ の 記 載

２ 年度末までの研究期
間の確保

（１）事業完了後速やかに事業完了届を提出させ、事業の完了と研究成果の検収等
を行う。

（２）条件を満たした場合、会計実績報告書の提出期限を年度終了後61日以内まで
可能とする。

委託研究開発実施期間の終了、委託研究
開発の完了・中止・廃止のいずれか早い
日から起算して翌々月末（61日）以内

－

３ 使用ルールの統一 （１）耐用年数１年以上かつ取得価格10万円以上の物品は備品として、耐用年数１
年以上かつ取得価格50万円以上の物品は資産として管理する。

（２）直接経費の使途に関し、消耗品やパソコンについても、事業の目的遂行に必
要と認められるものは購入可能とする。

（３）研究機器等について、リースだけでなく、購入も選択出来るようにする。

・資産管理対象（企業等）：取得価格が
50万円以上かつ使用可能期間が１年以
上のもの。

・研究上、必要な合目的性のあるものの
取得やその形態に制限は設けていない。

○

４ 購入した研究機器の
有効活用

（１）購入した研究機器について、本来の事業に支障を及ぼさない範囲で、一時的
に他の研究開発に使用する場合、報告書の提出をもって大臣等の承認があっ
たものとして取り扱う。

（２）各府省から貸付けを受けている研究機器について、一時的に他の研究開発に
使用する場合、報告書の提出を行わせる。

（３）各府省は、研究機器の管理者からの報告を受けた場合、必要に応じて関係府
省と共有する。

一 時 的 他 使 用 可 能 ○

５ 研究費の合算使用 （１）旅費は、「他事業分の出張と明確に区分出来る場合」、消耗品は、「他事業
の用途と合わせて購入する場合で、他事業分の経費と明確に区分出来る場
合」等の要件により、合算による使用を可能とする。

（２）補助事業により購入した研究機器は、購入機関の財産であり、国は、財産処
分の取扱いについて、制度別に各持ち分の整理をする。委託事業では、国の
他の補助金や研究機関の単独費を合算して購入することは考えにくいが、複
数省庁の委託費との合算も、所有権の問題をどう整理するか検討が必要。

合 算 使 用 可 能
※（２）は大学や公的研究機関等に限る。

○

６ 報告書の様式の統一 （１）費目構成は、「府省共通経費取扱区分表」による取扱いを徹底する。
（２）様式について、会計実績報告書の金額の部分について、所定の様式の内容を

記載させる。
（３）金額以外の部分についても、統一化、簡素化を検討し、順次実施する。

・費目構成は「府省共通経費取扱区分
表」を使用。

・会計実績報告も同様。
○

「競争的資金における使用ルール等の統一について」（平成２７年３月３１日関係府省連絡会申し合わせ）
１ 趣旨

研究者、研究機関が研究資金を効果的・効率的に活用できるように競争的資金の使用に関わる各種ルール等の統一化を行うことで、
研究資金の使い勝手が向上し、研究者は的確に研究資金を活用し、研究により専念できることとなり、より多くの、より優れた研究
成果が期待できる。

競争的資金の使用ルール等の統一化及び簡素化・合理化は、研究の生産性の向上につながり、ひいては、科学・技術を通じた、国
民生活の質的向上及び我が国経済の持続的成長へ寄与するものであることから、今般、以下の手続きを実施する。

※７．８，については省略。

＜参考＞ＡＭＥＤにおける「競争的資金における使用ルール等の統一」への対応＜参考＞ＡＭＥＤにおける「競争的資金における使用ルール等の統一」への対応
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お問合せ先：既契約の事業に関してはＡＭＥＤ各担当にお問合せください。

（1）創薬基盤に関する研究開発
戦略推進部 医薬品研究課
03-6870-2219 iyaku"at"amed.go.jp

（2）再生医療に関する研究開発
戦略推進部 再生医療研究課
03-6870-2220 saisei"at"amed.go.jp

（3）がん医療に関する研究開発
戦略推進部 がん研究課
03-6870-2221 cancer"at"amed.go.jp

（4）脳と心に関する研究開発
戦略推進部 脳と心の研究課
03-6870-2222 brain"at"amed.go.jp

（5）希少・難治性疾患（難病）、生活習慣病等に関する研究開発
戦略推進部 難病研究課
03-6870-2223 nambyo-info"at"amed.go.jp

（6）感染症に関する研究開発
戦略推進部 感染症研究課
03-6870-2225 kansen"at"amed.go.jp

（7）戦略的な基礎研究、成育医療に関する研究開発等
戦略推進部 研究企画課
03-6870-2224 kenkyuk-ask"at"amed.go.jp

（8）医療機器等に関する研究開発
産学連携部 医療機器研究課
03-6870-2213 iryokiki"at"amed.go.jp

（9）医療分野における産学連携
産学連携部 産学連携課
03-6870-2214 sangaku"at"amed.go.jp
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（10）国際共同研究、海外機関との連携
国際事業部
03-6870-2216 international"at"amed.go.jp

（11）ゲノム医療に関する研究開発、バイオバンク等研究環境の
整備
バイオバンク事業部 基盤研究課
03-6870-2228 kiban-kenkyu"at"amed.go.jp

（12）臨床研究に関する研究開発
臨床研究・治験基盤事業部 臨床研究課
03-6870-2229 rinsho"at"amed.go.jp

（13）規制科学及び適切な臨床環境の整備
臨床研究・治験基盤事業部
規制科学・臨床研究支援室
03-6870-2235 kiseikagaku"at"amed.go.jp

（14）創薬支援ネットワークにおける研究開発等
創薬支援戦略部
03-3516-6181（東日本）
06-6372-1771（西日本）
id3navi"at"amed.go.jp

(15)委託・補助に関する制度・経理
経理部
03-6870-2208,2209
kenkyuhi"at"amed.go.jp

※E-mailは、アドレスの"at"の部分を@に変えてください。

【ＡＭＥＤホームページ】 http://www.amed.go.jp/
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